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本稿は，2006 年 10 月にフィールド調査によって得られた独自のデータをもとに，カザ

フスタン共和国の小麦生産農家を対象として，旧社会主義国家が市場経済へと移行する中

で，農業経営の変遷と今日の農業生産の現状を実証的に分析している．典型的な社会主義

型大規模農場経営を行ってきたカザフスタン共和国をケーススタディとする農業の分析は，

社会主義システムから市場経済システムへと移行する中で，民営化が今日の時点でいかな

る帰結をもたらし，今後どのような展望が予想されるかを考える上での重要な指標を提示

するであろう． 

 小麦生産を対象とした理由は，歴史的に小麦が同国の重要農作物であり，旧ソ連圏への

小麦供給国としての役割を担ってきたからである．ソ連邦崩壊により生産量は劇的に減少

したが，今日においてもその点は変わっていない．加えて，中国という巨大な小麦消費国

と隣接していること，また近年の穀類農産物に対する需要の拡大ということもあって，同

国が低下した小麦生産量を回復させ，また生産性の向上を図る上での十分な動機となって

いる．このようなことから，同国の代表的農作物である小麦生産の現状を分析することは

大きな意味があると考える．本稿の分析対象である独立自営農家とは，社会主義体制では

見られなかった経営形態であり，農場民営化の過程で農場から独立して家族経営を基本と

して農業を営んでいる．本稿の目的は，創設当時のこれら独立自営農家経営者の社会的地

位や今日における社会的地位を始めとする農家の社会的特徴と，農業機械の保有量および

経営規模の関係を明らかにし，今日までどのような形で，またどのような農家が経営規模

の拡大を行ってきたのかを示すとともに，社会主義時代の特権的地位が今日の農業経営に
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どの程度まで影響を与えているのか，また一方で規模の拡大がどれほど生産性向上に寄与

しているのかを総合生産性分析を通してできるだけ具体的に示すものである．  

 カザフスタン農業を対象としたこれまでの多くの先行研究において農業改革当初の資本

の不平等な分配やそれに伴う資産の一有力者への集積が起きたことは言及されている．し

かし，当初の資本の不平等な分配と経営規模及び生産性の関係を実証的に分析した研究は

ほとんどなく，独立自営農家間の生産性格差を詳細に検討した既存研究は皆無といっても

よい．そこで，本稿はこれまで検討されてこなかった独立自営農家間の生産性格差を，初

期資本及び農地の不平等な分配と関係付けて定量的に分析するものであり，この意味で，

本稿の研究はこれまでの旧社会主義国農業の既存研究に新たな貢献をするものであると確

信する． 

 本稿で行った分析及びその結果の概要は以下のようになる． 

 カザフスタン北部では，農村住民の頻繁な土地取引により，小麦農家の経営規模拡大と

多数の農村住民の農地使用権放棄が起きていることが分かった．各農家の独立時点と 2006

年調査時点での経営規模別農家分布を比較すると，独立時点には半数以上が 100ha 未満の

経営耕地を保有し，500ha を越す農家は一戸しかなかったが，調査時点の経営規模分布を

見ると，500ha 以上の経営耕地を保有する農家が 13 戸に大幅増加していた．このような農

家の経営耕地拡大の手段は複数あるが，北部カザフスタンの場合，主にソ連邦崩壊ととも

に母国へと帰還する民族からの使用権の譲渡及び買い取り，または旧集団・国営農場から

没収した未利用地を管理している政府の国家土地ファンドからの使用権の取得であった．

未利用地が極めて広大な北部カザフスタンにおいて，こういった農地利用権取得における

費用は皆無に等しかった．しかしながら，農業資本が極めて過小であったため，すべての

農村住民が独立して農業を営み，また経営規模を拡大することは出来なかった．このため

初期の農業機械へのアクセスが，経営規模拡大における最大のハードルであったが，農業

改革・農地改革による農場資産の民有化の過程で不透明な形で農業資本が社会的地位を利

用した一部独立自営農家に集積されることとなった．農業経営規模の変動率と農家創設時

点における社会的地位の関係に関する実証分析では，両者の間に極めて強い正の相関関係

が見受けられた．このことは，法整備が確立していない経済移行期における無秩序な資本

の分配が，一部農家の農業経営規模拡大に有利に働き，後々まで農業経営規模の農家間格

差をもたらしたことを明らかにしている． 

 また，各農家の総合生産性を求めて規模間で比較した結果，大規模層の総合生産性が圧

倒的に高く，規模の経済が顕著に見られ，農業経営規模拡大は経済的動機に基づくことが

示された．そして総合性生産性への各生産要素の貢献度を調べた結果，大規模農家ほど農

業機械を効率的に利用していることが明らかになった．また労働力も規模拡大によって効

率性が高まることが示されたが，同国北部の小麦生産は極めて土地・機械集約的であり，

労働力は農業機械を運転するための補完的な生産要素であって，農業機械の効率的利用が

労働力の効率的利用にもつながるという関係が見出された．よって農業機械が規模の経済
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の恩恵を受けて総合生産性を高める上で，最も重要であることが示された． 

 独立当初の社会的規模がその後の農業経営規模拡大に有利に働き，そして規模拡大した

農家が，規模の経済の恩恵を受けているという一連の流れが分析によって明らかになった.

総合生産性と社会的地位の相関を調べた結果，規模が同じであれば社会的地位は総合生産

性に優位に影響を与えていなかった．データの制約上，特権階級が多数を占める 1000ha を

超える農家を総合生産性分析に加えることが出来なかったが，この結果は経営規模が同じ

であれば社会的地位という農家の属性が総合生産性を決める要因にはならないことを示し

た．これは不透明な取引の過程で特権階級が大規模化した結果，一般的な農家よりも高い

生産能力を備えることが出来たことを示している．社会的地位に依存せずに農業経営を行

ってきた農家は同じ規模であれば社会的地位の高い農家と同等の生産性を有するものの，

多くの旧特権階級農家が大規模化している中，今後小麦市場で生き残っていくためには規

模の拡大が不可欠であろう．もしも農場の資産民有化がすべての住民に対して公正に行わ

れていたとしたら，生産性は高いが社会的地位は高くない農家が農業資本の不足に現在ほ

ど苦しむことなく規模拡大を推し進め，経営効率向上に努めることが出来たであろう． 

 今後，農家が今まで同様に規模拡大を進めることが出来るかどうかは不確かである．現

在，多くの農家が農業機械の老朽化及び絶対的な不足に悩まされている．農業機械の大半

は 80 年代に製造されたものであり，毎年相当な額を修理に費やしており，農業機械の早急

な刷新は，更なる経営規模拡大及び生産性向上には必須である．最新の農業機械の購入に

は金融機関の利用が不可欠であり，特に政府系リース会社が大きな役割を担うことになる．

この際，やはり社会的地位を利用した金融機関との関係は否定できない．実際に，社会的

地位を利用して金融機関にアクセスし農業機械を刷新するという流れはすでに起きており，

この流れが強まれば，一般的な農家が自助努力だけで生産性向上を実現することはより一

層難しくなるだろう． 

 また同国穀倉地帯では，独立自営農家と並んで農業企業が主要な小麦生産の担い手であ

る．本稿では，独立自営農家に対象を絞った分析を行ったため，農業企業に関する詳細な

検討は行っていないが，農業企業は穀物商社や巨大なホールディングカンパニーが主導す

る穀物市場のインテグレーションに組み込まれ，大規模な小麦生産を行っている．農業企

業は単収や労働生産性の面では独立自営農家に劣るであろうが，豊富な資金を背景に最新

鋭の農業機械を導入しており，労働生産性の向上が見込まれる．また，グループ会社を通

じた小麦製品の製造や流通も農業企業が持つ，独立自営農家には無い利点である．さらに，

旧国営・集団農場の後継である農業企業の経営陣は農村地域において大きな権力を維持し

ており，それは往々にして地域役人の力を上回る．一部独立自営農家においては，農業企

業に燃料や種子を融通してもらっている場合がある．このような現状を見た場合，独立自

営農家にとって農業企業と競争関係にありつつも，友好関係を保つことは不可欠であろう． 

 以上，分析結果から想定される今後の小麦生産農家の展望について述べたが，市場経済

に即したより健全な農家間の競争が育まれるよう，行政機関は社会的特性によって特定農
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家に偏重するような政策を行うことは慎み，いかなる農家でも生産性向上の機会が得られ

る市場を整備すべきであろう．  

 本文では，各農家の資本制約の有無と生産性や社会的地位の関係が分析されなかった．

そして，生産性の分析では，作付期及び収穫期以外の農閑期は分析対象期間とならなかっ

たことに加え，データ上の制約から販売価格についても分析が出来なかった．独立自営農

家の農業経営全体を分析する上で，今後はこれらの点も含めたより詳細な研究が必要であ

る． 

また，カザフスタンにおける小麦生産の分析を包括的に行ううえでは，独立自営農家と

の比較で，もうひとつの主要な小麦生産主体である農業企業に対する分析を行っていくこ

とが不可欠である． 

今後，以上の点をさらに検証することにより，旧社会主義国家であるカザフスタン共和

国が移行経済を通じて歩んできた小麦を始めとする農業部門の発展をより深く追求するこ

とが出来るであろう． 


